この資料の利用等について
この資料は、次の要領によって令和７年度に総務省が調査した「令和６年度市町村公共施設状況調査」の結果を基礎に編集したものです。
１　調査対象
県内市町において、原則として当該団体が所有し、又は管理している公共施設のうち普通会計に属するもの（一部の事項は、公営企業会計に属するもの及び地方公共団体以外の施設も含みます。）。
２　調査時点
原則として令和７年３月31日現在ですが、次のものは異なります。
1 道路、市町村立施設のうち専任職員数、認定こども園…令和７年４月１日
2 児童・老人福祉施設、保護施設…令和６年10月１日

3 幼稚園…令和７年５月１日
4 住民基本台帳搭載人口…令和７年１月１日
これは、各所管省庁の調査時点等に合わせているためです。
３　資料についての注意事項
⑴　一部事務組合按分数値
次に掲げる施設にかかる一部事務組合設立市町については、原則として関係市町ごとに次により按分して記入しています。
①　廃棄物処理施設･････････････処理人口　②　給水人口･････････････････給水人口
③　児童福祉施設･･･････････････入所者数　④　老人福祉施設･････････････入所者数
⑵　数値の単位
百分率については、小数第２位を四捨五入して小数点以下第１位までを記入しています。
⑶　平均比率の算出
加重平均により算出しています。
⑷　市町類型
これは、態様が類似している団体を類型化したものです。
類型は、令和２年国勢調査の「人口」と「産業構造」の組合せにより設定されています。類似団体の数値との比較により、整備水準を把握することができます（類似団体の設定については、類似団体の設定を参照。）。
⑸　端数処理

「調査結果の概要」に掲載している表は、表中の項目ごとに四捨五入しているため、「調査結果」の集計と一致しない場合があります。
４　市町の財政分析への活用
「市町村公共施設状況調査」は、地方公共団体の物的サービスの測定を行うことにより、行政水準の把握の一助となるものです。
この資料を用いた分析方法としては、近隣市町との比較検討を行うほかに、次の方法が有効です。
①時系列比較…基準年度を設置し、時間的な絶対量の増減を比較
②類似団体比較…態様の類似した団体との比較
「公共施設状況調」から作成できる個々の指標を比較検討することにより、当該団体の分野別行政水準を把握することができます。
どのような指標が重要であるかは個々の団体により異なるため、実情に応じた独自の指標を選択検討し、その結果を現実の行政に反映していくことが必要です。このとき、次の点を十分に検討しなければなりません。
①地域間比較で指標に格差が生じる背景

②近隣都市及び民間業者が設置する施設との代替関係

③数的指標に現れない質的格差

各種指標に地域間格差が生ずる原因は、単に当該団体の施設整備の遅れによるものではなく、その団体のおかれた人口、年齢構成、土地（地価）、自然環境等の基本的背景が異なることによる場合があり、後者の場合、これらの背景を無視して整備を進めれば、財源の不効率な配分ともなりかねません。また、限られた財源で住民の多種多様な要求に応じていくとき、特定の事業に資金を集中し政策のバランスを崩すならば、結果として全体的な水準の低下を招いてしまいます。
これらの点に留意し、自ら行う事業のチェックをしながら、行政水準の確保向上に努めていくことが必要です。
